
議第７号議案 

唯一の戦争被爆国として国是である非核三原則の尊重と堅持を求め

る意見書の提出 

 唯一の戦争被爆国として国是である非核三原則の尊重と堅持を求め、関係行政

機関等へ意見書を提出したいので、次のとおり提出する。  

令和８年９月25日提出

市民消防委員会 

委員長 伏  見  幸  枝

２ 



唯 一 の戦 争 被 爆国 と し て国 是 で ある 非 核 三 原 則の 尊 重 と堅 持 を 求め

る 意 見書  

 核 兵 器 を 廃絶 し 恒 久平 和 を 実 現す る こと は 、 広 島 、 長 崎 へ の 原 子 爆 弾 投下 と い

う 未 曽 有 の 惨禍 を 経 験し た 世 界 唯一 の 戦争 被 爆 国 で ある 日 本 国民 共 通 の 悲願 で あ

り 、 横 浜 市 民 が 心 か ら希 求 す るも の で ある 。  

 横 浜 市 は 1987年 、 国際 平 和 に 関わ る 様々 な 取 組 が 評価 さ れ 、広 島 市 、 長崎 市 と

と も に 国 連 から ピ ー スメ ッ セ ン ジャ ー の称 号 が 授 与 され 、 そ れ以 来 、 あ らゆ る 核

実 験 へ の 抗 議を 重 ね ると と も に 、平 和 首長 会 議 の 一 員と し て も広 島 、 長 崎を は じ

め と す る 内 外の 都 市 と連 携 し な がら 核 兵 器 の な い 世 界の 実 現 を目 指 し て 取組 を 進

め て き た 。  

 横 浜 市 会 にお い て も、 1984年 10月 、 非核 兵 器 平 和 都市 宣 言 に関 す る 決 議を 採 択

し 、 本 市 は 真の 恒 久 平和 が 実 現 され る こと を 願 い 、 国是 で あ る非 核 三 原 則が 完 全

に 実 施 さ れ 、 ま た 、 全世 界 全 て の核 兵 器が 廃 絶 さ れ るこ と を 強く 希 求 し 、非 核 兵

器 平 和 都 市 であ る こ とを 宣 言 し た。 ま た、 2017年 ３ 月に は 核 兵器 の な い 世界 の 実

現 を 強 く 求 め る 決 議 を 行 い 、 決 議 文 を 核 兵 器 禁 止 条 約 交 渉 会 議 に 届 け る と と も 

に 、 2018年 ６月 に は 全会 一 致 で 横浜 市 国際 平 和 の 推 進に 関 す る条 例 を 制 定し 、 こ

れ ら を 踏 ま えて 市 長 は 2018年 10月に 核 兵器 を 禁 止 し 廃絶 す る 条約 を 結 ぶ こと を 全

て の 国 に 求 める ヒ バ クシ ャ 国 際 署名 に 署名 し た 。 そ して 、 2021年 ３ 月 に は核 兵 器

禁 止 条 約 発 効を 契 機 とし 核 兵 器 のな い 世界 の 実 現 に 向け て 主 導的 役 割 を 果た す こ

と を 求 め る 意見 書 を 、 2025年 ３ 月に は 核兵 器 や 戦 争 のな い 世 界の 構 築 に 向け て 主

導 的 役 割 を 果た す こ とを 求 め る意 見 書 を国 に 提 出 し た。  

今 日 、 国 際社 会 の 緊張 が 高 まり 、 安 全保 障 環 境 は 一層 厳 し さを 増 し てい る 。

 し か し 、 こう し た 時代 だ か ら こそ 、 戦争 被 爆 国 と して の 倫 理的 使 命 と 、国 際 社

会 の 信 頼 を 支え る 平 和国 家 と して の 立 場を 明 確 に す るこ と が 求め ら れ てい る 。   

非 核 三 原 則は 、 我 が国 が 核 兵 器に 依 存し な い と い う明 確 な 意思 を 示 す もの で あ

り 、 現 実 的 な安 全 保 障政 策 の 下で も そ の核 心 と な る 理念 は 揺 らぐ べ き では な い 。

 よ っ て 、 国に お か れて は 、 唯 一の 戦 争被 爆 国 と し ての 歴 史 的責 務 と 、 国際 的 信

頼 の 基 盤 で ある 平 和 国家 の 理 念 を重 ん じ、 非 核 三 原 則と い う 国是 を 尊 重 し堅 持 さ

れ る よ う 強 く要 望 す る。  



 こ こ に 横 浜市 会 は 、 全 会 一 致 をも っ て、 地 方 自 治 法第 99条 の規 定 に よ り意 見 書

を 提 出 す る 。  

  

   令 和 ８年 ９ 月 25日  

 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内 閣 総 理 大 臣 

 外 務 大 臣 

 防 衛 大 臣 

 

                           横浜 市 会 議長     

渡  邊  忠  則   

宛 て  



議第８号議案 

教育予算の拡充等に関する意見書の提出

 教育予算の拡充等に関し、関係行政機関等へ意見書を提出したいので、次のと

おり提出する。 

令和８年９月25日提出

こども教育委員会

委員長 麓  理  恵

３ 



教 育 予 算 の 拡充 等 に 関す る 意 見書  

  

学 校 現 場 で は、 貧 困 ・い じ め ・不 登 校 ・教 職 員 の 長 時間 労 働 や未 配 置 など 解 決

す べ き 課 題 が山 積 し てお り 、 こ ども た ちの 豊 か な 学 びを 保 障 する た め の 教材 研 究

や 授 業 準 備 の時 間 を 十分 に 確 保 する こ とが 困 難 な 状 況と な っ てい る 。 豊 かな 学 び

や 学 校 の 働 き方 改 革 を実 現 す る ため に は、 加 配 教 員 の増 員 や 少数 職 種 の 配置 増 な

ど 教 職 員 定 数改 善 が 不可 欠 で ある 。  

小 学 校 の 学 級編 制 標 準は 、 令 和３ 年 の 法改 正 に よ り 、 35人 へ 引き 下 げ られ た 。  

ま た 、 中 学 校に お い ては 、 令 和 ８ 年 の 法改 正 に よ り 、 令 和 10年度 ま で に 引き 下 げ

ら れ る こ と とな っ て いる 。 今 後 は、 き め細 か い 教 育 活動 を 進 める た め に 、さ ら な

る 学 級 編 制 標準 の 引 き下 げ 、 少人 数 学 級の 実 現 が 必 要で あ る 。  

一 方 、 厳 し い財 政 状 況の 中 、 独自 財 源 によ り 人 的 措 置等 を 行 って い る 地方 自 治

体 も あ る が 、 地 方 自 治体 間 の 教 育格 差 が生 じ る こ と は大 き な 問題 で あ る 。義 務 教

育 費 国 庫 負 担制 度 に つい て 平 成 18年 度 より 国 庫 負 担 率が ２ 分 の１ か ら ３ 分の １ に

引 き 下 げ ら れて 以 降 、 地 方 自 治 体に よ る差 が 大 き く なっ て い る。 国 の 施 策と し て

定 数 改 善 に 向け た 財 源保 障 を 行 い 、 こ ども た ち が 全 国の ど こ に住 ん で い ても 一 定

水 準 の 教 育 を受 け ら れる こ と が 憲法 上 の要 請 で あ る 。 豊 か な こど も の 学 びを 保 障

す る た め の 条件 整 備 は不 可 欠 であ る 。  

よ っ て 、 国 にお か れ ては 、 地 方教 育 行 政の 実 情 を 十 分に 認 識 され 、 地 方自 治 体

が 計 画 的 に 教育 行 政 を進 め る こ とが で きる よ う に 、 次 の 措 置 を講 ぜ ら れ るよ う 強

く 要 望 す る 。  

１  教 育 の 機会 均 等 と水 準 の 維 持向 上 を 図 る た め 、 義務 教 育 費国 庫 負 担 制度 を 堅

持 す る と と もに 教 育 予算 の 拡 充を 図 る こと 。  

 こ こ に 横 浜市 会 は 、 全 会 一 致 をも っ て、 地 方 自 治 法第 99条 の規 定 に よ り意 見 書

を 提 出 す る 。  

  

   令 和 ８年 ９ 月 25日  

 

 

 



 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内 閣 総 理 大 臣 

 総 務 大 臣 

 財 務 大 臣 

 文 部 科 学 大 臣 

  

                           横浜 市 会 議長     

渡  邊  忠  則   

宛 て  



議第９号議案 

部活動の地域展開等に係る十分な財政措置を求める意見書の提出

 部活動の地域展開等に係る十分な財政措置を求め、関係行政機関等へ意見書を

提出したいので、次のとおり提出する。  

令和８年９月25日提出

こども教育委員会

委員長 麓   理  恵

４ 



部 活 動 の 地 域展 開 等 に係 る 十 分な 財 政 措置 を 求 め る 意見 書  

  

国 は 現 在 、 少子 化 の 進行 や 教 職員 の 長 時間 勤 務 の 是 正等 を 背 景と し て 、公 立 中

学 校 等 に お ける 休 日 の 部 活 動 の地 域 展 開 、 地 域 連 携 を推 進 し てい る 。  

こ ど も た ち が将 来 に わた り ス ポ ーツ 及 び文 化 芸 術 活 動に 継 続 して 親 し む こと が

で き る 環 境 を整 備 す ると と も に 、教 職 員の 過 重 な 負 担の 軽 減 を図 る こ と は重 要 な

課 題 で あ る 。  

一 方 、 部 活 動 の 地 域 展 開 等 を 進 め る に 当 た っ て は 、 地 域 指 導 者 の 確 保 及 び 育 

成 、 活 動 場 所の 確 保 、運 営 体 制 の整 備 、安 全 管 理 、 保険 加 入 等、 多 く の 新た な 課

題 が 生 じ て いる 。  

今 後 、 平 日 を含 め た 全面 的 な 地域 展 開 がな さ れ る 際 には 、 特 に地 域 ク ラブ 活 動

へ の 参 加 費 、用 具 費 、交 通 費 等 に係 る 保護 者 負 担 の 増加 が 懸 念さ れ て お り、 家 庭

の 経 済 状 況 によ っ て こ ど も の 活 動機 会 に格 差 が 生 じ るこ と が 危惧 さ れ て いる 。 ま

た 、 地 域 指 導者 不 足 や受 け 皿 と なる 団 体の 不 足 、 活 動場 所 の 偏在 な ど も 全国 的 な

課 題 と な っ てお り 、 昨今 の 報 道 にお い ても 、 制 度 移 行に 伴 う 自治 体 負 担 の増 大 や

地 域 間 格 差 への 懸 念 が指 摘 さ れて い る 。  

本 市 に お い ても 地 域 ごと の 人 口規 模 、 交通 事 情 、 施 設状 況 、 人材 確 保 の状 況 等

に は 差 異 が あり 、 持 続可 能 な 地 域展 開 等を 進 め る た めに は 、 自治 体 独 自 の努 力 だ

け で は 限 界 があ る 。  

よ っ て 、 国 に お か れ て は 、 部 活 動 の 地 域 展 開 等 を 着 実 か つ 持 続 可 能 な も の と 

し 、 地 方 自 治体 及 び 保護 者 へ の 過度 な 負担 転 嫁 を 防 ぐた め 、 次の 事 項 に つい て 特

段 の 措 置 を 講 ぜ ら れ るよ う 強 く要 望 す る。  

１  部 活 動 の地 域 展 開 等 に 伴 い 地方 自 治体 に 生 じ る 財政 負 担 につ い て 、 国の 責 任

に お い て 継 続的 か つ 十分 な 財 政措 置 を 講 ず る こ と 。  

２  地 域 ク ラブ 活 動 を担 う 指 導 者及 び 運営 ス タ ッ フ の確 保 育 成を 進 め る ため 、 適

切 な 謝 金 及 び人 件 費 を保 障 で きる 支 援 制度 を 拡 充 す るこ と 。  

３  参 加 費 、 用 具 費 、交 通 費 、 保険 料 等に 係 る 保 護 者負 担 の 軽減 策 を 講 じ、 家 庭

の 経 済 状 況 に よ っ て こ ど も の 活 動 機 会 に 格 差 が 生 じ な い よ う 必 要 な 支 援 を 行

う こ と 。  

４  活 動 場 所の 確 保 、安 全 管 理 、事 故 対応 等 に 係 る 体制 整 備 につ い て 、 地方 自 治



体 へ の 支 援 及び 明 確 なガ イ ド ライ ン 整 備を 行 う こ と 。  

５  地 域 事 情に 応 じ た柔 軟 な 制 度運 用 を可 能 と す る とと も に 、地 域 間 格 差が 生 じ

な い よ う 必 要な 支 援 策を 講 ず るこ と 。  

６  制 度 の 推進 に 当 たっ て は 、 地方 自 治体 、 学 校 、 保護 者 、 関係 団 体 及 び現 場 関

係 者 の 意 見 を十 分 に 踏ま え 、 拙速 な 移 行と な ら な い よう 配 慮 する こ と 。  

こ こ に 横 浜 市会 は 、 全会 一 致 をも っ て 、 地 方 自 治 法 第 99条 の 規定 に よ り意 見 書

を 提 出 す る 。  

  

   令 和 ８年 ９ 月 25日  

 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内 閣 総 理 大 臣 

 総 務 大 臣 

 財 務 大 臣 

 文 部 科 学 大 臣 

 

                           横浜 市 会 議長     

渡  邊  忠  則   

 

宛 て  



議第 10号議案

山中竹春前市長のパワー・ハラスメントによる被害者の救済に向け

た実態及び救済措置の調査に関する決議  

 山中竹春前市長のパワー・ハラスメントによる被害者の救済に向けた実態及び

救済措置の調査に関し、決議するため、次のとおり提出する。  

令和８年９月 25日提出

横浜市会議員

関 嵩  史 山  田  桂一郎 太  田  正  孝  

井 上  さくら 梶  村    充 輿  石  かつ子  

荻 原  隆  宏 田  中  ゆ  き 長谷川  えつこ  

大 野  トモイ

５ 



   山中竹春 前市長のパワー・ハラスメントによる被害者の救済に向け     

   た実態及び救済措置の調査に関する 決議 

 

地方自治法第 100 条第１項の規定により、次のとおり山中竹春 前市長のパワー 

・ハラスメントによる不当な人事と組織への悪影響 及びその被害者の救済に向け

た事務に関する 調査を行うものとする。 

１  調査事項 

横浜市会は、地方自治法第 100 条の規定により、次の事項について調査する

ものとする。 

(1)  山中竹春前市長のパワー・ハラスメントによる不当な人事と組織への悪影

響の実態 

(2)  被害者救済に向けた措置の在り方 

２  特別委員会の設置 

  本調査は、地方自治法第 109 条第４項及び横浜市会委員会条例第５条の規定

により、次に掲げる構成からなる山中竹春 前市長のパワー・ハラスメントによ

る被害者の救済調査特別委員会（以下「被害者救済特別委員会」という 。） を

設置し、これに付託して行う。 

(1)  委員定数  15 人 

(2)  委員長  １人 

副委員長  ２人 

３  調査権限 

横浜市会は、１に掲げる事項の調査を行うため、地方自治法第 100 条第１項

及び同法第 98 条第１項の権限を被害者救済特別委員会に委任する。 

４  調査期限 

  被害者救済特別委員会は、 １に掲げる調査が終了するまで閉会中もなお 調査

を行うことができる 。 

５  調査経費 

  本調査に要する経費は、 議会費から支弁 する。 

以上、決議する。 

 



   令和８年９月 25日  

 

横浜市会    



議第 11号議案

市民生活を支える一人ひとりの職員が安心して働くことができる

職場づくりの徹底を求める決議  

 市民生活を支える一人ひとりの職員が安心して働くことができる職場づくりの

徹底を求めることについて決議するため、次のとおり提出する。  

令和８年９月 25日提出

横浜市会議員

青 木 亮 祐 東  みちよ 伊  波  俊之助

磯 部 圭 太 おさかべ さやか  大 桑 正 貴

鴨志田 啓 介 川  口  広 黒  川  勝

小 松 範 昭 佐  藤  茂 佐  藤  祐  文

酒 井 誠 清  水  富 雄 渋  谷  健

白 井 亮 次 鈴  木  太 郎 瀬之間  康  浩

関 勝 則 田野井  一 雄 長谷川  琢  磨

福 地 茂 伏  見  幸 枝 藤  代  哲  夫

増 永 純 女 松  本  研 山  下  正  人

山 田 一 誠 横  山  正 人 横  山  勇太朗
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   市民生活を支える一人ひとりの職員が安心して働くことができ る     

   職場づくりの徹底を求める決議     

 

 山中竹春前市長の不適切な言動による問題については、令和８年１月 28日の本

会議において、議員全員による「山中竹春市長による暴言や誹謗中傷に関する事

案の真相究明を求める決議」を可決し、公正・中立で専門性を有する第三者によ

る調査の実施等を強く要望した。この決議を契機として、令和８年３月から、複

数の弁護士による「横浜市長の言動にかかる第三者による調査」が開始されるこ

ととなった。 

 令和８年７月 30 日に公表された調査報告書では、 山中竹春前市長による言動に

ついて、「職員の尊厳を深く傷つけ、職場環境を悪化させる、決して看過できな

い重大なパワハラ行為があった 」と認定するとともに、ハラスメントの連鎖や職

員の士気低下、人材流出の懸念等、 山中竹春前市長の言動が本市組織全体に深刻

な影響を生じさせていたことが指摘された。 

 また、幹部職員による抑止や牽制が適切に機能しなかった結果、事態の更なる

悪化を招いたことや、市長等の特別職によるハラスメントを防止するための制度

が不十分であること等も指摘されており、一連の問題を通じて組織体制の不備や

組織運営上の課題も浮き彫りとなった。 

 当局においては、このような現状を真摯に受け止め、組織体制や制度の整備等

に取り組んでいくことが求められる が、行政サービス等を通じて日々の市民生活

を支えているのは一人ひとりの職員であり、 職員が安心して働くことができる職

場の再構築は急務である。健全な市政運営を取り戻 していく上で、ハラスメント

を防止し、市民のために職員が力を発揮することができる組織づくりは不可欠で

あることから、横浜市会は、次に掲げる事項について強く要望す る。なお、各事

項の取組の進捗状況を市会及び市民に公表することについても、あわせて要望す

る。 

１  人事制度の運用状況や組織体制の不備、組織運営上の課題について、実態の

把握や課題の分析をしっかりと行い、その内容を踏まえた上で、 一人ひとりの

職員が尊重され、健全な組織運営が行われる職場づくりのための取組を進める

こと。 



 

２  山中竹春前市長が人事制度の運用等に与えた悪影響やパワー・ハラスメント

により被害を受けた職員等に対し、必要な救済措置を実施すること。 なお、救

済措置の実施に当たっては、被害を受けた職員等が更なる不利益や二次被害を

受けることが決してないよう、外部相談窓口 を設置するなど、秘密保持や匿名

性の確保に十分留意すること。 

３  市長等の特別職によるハラスメントを防止するための仕組みを整備するとと

もに、万一、ハラスメントが疑われる事案等が発生した場合に、被害を受けた

職員に対するフォローも含めて、的確に対応することができる体制を構築する

こと。 

４  市長等による権力の濫用を防ぎ、 組織全体で健全な議論や的確な意思決定が

行われるよう、ガバナンス体制を再構築するとともに、心理的安全性の高い職

場づくりを推進すること。 

以上、全会一致をもって、決議する。 

 

   令和８年９月 25日 

 

横浜市会    



７ 
議員提出議案の取扱い（案） 

 

・議第10号議案 山中竹春前市長のパワー・ハラスメントによる被害者の救済に向けた 

実態及び救済措置の調査に関する決議 

 ・議第11号議案 市民生活を支える一人ひとりの職員が安心して働くことができる職場 

づくりの徹底を求める決議 

 

 

項  目 内     容 

１ 議 案 発 送 ９月25日（金）の本会議席上配付 

２ 上 程 日 ９月25日（金）の本会議 

３ 提案理由説明 簡潔に実施 

４ 委員会付託 

横浜市会会議規則第36条第４項及び市会運営委員会

申し合わせ・確認事項により、委員会付託を省略し、

本会議で即決 

 

 

参  考 

●横浜市会会議規則（抜粋） 

第36条 会議事件は、朗読、説明、質疑の後、所管の常任委員会又は市会運営委員会に付

託する。ただし、朗読及び説明は、省略することができる。 

２ 常任委員会若しくは市会運営委員会の所管に属しない事件又は常任委員会若しくは市

会運営委員会に付託することを適当としない事件は、特別委員会に付託する。 

３ 委員会が提出した議案については、前２項の規定にかかわらず、委員会に付託しない。

ただし、市会の議決により付託することができる。 

４ 第１項及び第２項の委員会付託は、市会の議決により省略することができる。 

 

●市会運営委員会申し合わせ・確認事項（抜粋） 

本 会 議 

５ 議員提出議案について 

(1) 常任・運営委員会における発議（請願・陳情に係るものを含む。）に係る審査が終

了したもの及び団長会議等の協議が終了したものは、委員会等の終了後、速やかに提

出することとし、その取扱いについては、原則として、本会議で即決とする。 


	120_①【資料２】唯一の戦争被爆国として国是である非核三原則の尊重と堅持を求める意見書.pdf
	02_【議案表紙】唯一の戦争被爆国として国是である非核三原則の尊重と堅持を求める意見書
	03_【議案本文】唯一の戦争被爆国として国是である非核三原則の尊重と堅持を求める意見書

	130_①【資料３】教育予算の拡充等に関する意見書.pdf
	02_【議案表紙】教育予算の拡充等に関する意見書
	03_【議案本文】教育予算の拡充等に関する意見書

	140_①【資料４】部活動の地域展開等に係る十分な財政措置を求める意見書.pdf
	02_【議案表紙】部活動の地域展開等に係る十分な財政措置を求める意見書
	03_【議案本文】部活動の地域展開等に係る十分な財政措置を求める意見書 

	150_①【資料５】山中竹春前市長のパワー・ハラスメントによる被害者の救済に向けた実態及び救済措置の調査に関する決議.pdf
	020_【議案表紙】議第10号議案_山中竹春前市長のパワー・ハラスメントによる被害者の救済に向けた実態及び救済措置の調査に関する決議
	030_【議案本文】議第10号議案_山中竹春前市長のパワー・ハラスメントによる被害者の救済に向けた実態及び救済措置の調査に関する決議

	160_①【資料６】市民生活を支える一人ひとりの職員が安心して働くことができる職場づくりの徹底を求める決議.pdf
	170_①【資料７】議員提出議案の取扱い（議第10号議案・11号議案）.pdf

